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はじめに

　新庁舎建設計画については、昭和52年3月の定例議会で庁舎建設基

金条例を制定するとともに庁舎建設特別委員会が設置され、新たな庁舎

に向けての検討を開始し、今日まで庁内のワーキンググループや庁舎建

設プロジェクトチームで規模、財源、事業費、位置等について検討して

きました。

　しかし、人ロ急増による都市化への対応や住環境の整備をはじめ、教

育や福祉施策の充実、市民にとってより身近なコミュニティ施設などの

整備についてこれまで優先し取り組んできたところであります。

　この間、平成8年に実施した本庁舎の耐震診断調査結果における耐震

性や狭隆化、分散化などによる市民サニビスの低下などが課題とされ、

議会においても様々な観点から議論されてきております。

　耐震診断調査結果を踏まえ、耐震性を確保するための補強工事による

対応も検討したところでありますが、補強工事の実施は更なる狭隆化や

費用対効果などの面から耐震化対策は困難性が高いとの判断に至り、平

成20年5月に新庁舎建設庁内検討委員会を設置し、新庁舎の建設に向け

た検討を行うことといたしました。

　本報告書では、現今庁舎の安全性や災害時の対策拠点としての視点な

どから、新庁舎の建設に関する基本的な事項について取りまとめ報告す

るものです。
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1 庁舎建設の必要性

（1）現庁舎の背景

　　現在の本庁舎は、昭和43年（1968年）に広島村から広島町へ

　と新しい時代の第1歩を踏み出すにあたり、村民の念願であった町制

　施行の実現の象徴として、一部地下1階、地上3階の鉄筋コンフリー

　ト構造で建設され、当時の職員数は約90名で、十分余裕のある庁舎で

　あった。

　　しかしながら、昭和45年に道営北広島団地の建設が開始され、以

　来急速な都市化と人町回による行政需要の拡大に伴い職員数が増加し、

　庁舎の狭隆化が進んできた。このため、昭和49年（1974年）に

　第2庁舎（現建設部部分）を新設し、昭和54年（1979年）には

　第3庁舎（現水道部部分）を、昭和58年（1983年）にはさらに

　第2庁舎の増築、平成3年（1991年）には第3庁舎を増築し、こ

　の間、教育委員会は近隣の民間ビルを賃借するなどの措置も講じてき

　た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　このような経過を経て、本庁舎は築40年が経過し、狭隆、老朽化

　が一層進み事務効率や市民サービスの低下を来す状況となっている。

　　また、平成7年（1995年）には阪神・淡路大震災の大規模な地

　震被害を踏まえ「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が制定され

　たことから、災害時の拠点となる本庁舎について平成8年（1996

　年）に耐震診断を実施した結果、昭和56年改正の建築基準法に基づく

　耐震基準を満たしていない状況となっている。

（2）現庁舎の問題点

　①耐震性への危惧と耐震補強工事の困難性

　　　平成8年半本庁舎耐震診断調査の結果では、本庁舎のすべての階

　　で現在の耐震基準を満たさず、壁の増設や柱の補強を行うなどの対

　　策を必要とすることが判明した。しかし、同時に行った壁面コンタ

　　リートの圧縮強度調査において、強度が低下している躯体にアンカ
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一を打ち込み、壁の増設を行うことは建物全体の強度を考えると工

事そのものに危険が伴うと指摘されている。　（資料3）

②分散、狭隆による市民サービスの低下

　市民が利用する窓□が本庁舎、第2庁舎及び増築部、第3庁舎及び

増築部、教育委員会借上げ庁舎に分散しているため、利便性やサービ

スの低下、行政効率の低下を招いている。また、来庁者用の駐車場

は、日常的に満車に近い状態であり、混雑している時は駐車桝以外

の通路部にも駐車が見受けられる。

③　庁舎の老朽化

　建物ぱ全体に老朽化が進んでおり、危険箇所などについては、早

期修繕を行っているが、構造的に維持管理が難しい箇所もある。ま

た、空調、給排水設備などは耐用年数も過ぎ、機能低下が著しく、更

新が必要な状況である6

④情報化への問題

　現在、第2庁舎にあるインターネットサーバー室は自家発電装置

が未設置である。地震時には断線によるサーバー室への電力供給停

止、あるいは蛸足配線となっている分庁舎間の電力線の断線、空調

設備の落下・変形のおそれがあり、ど・れか一つの要因によってもシ

ステムは停止する。建物の老朽化や狭隆に伴う情報機器の安全管理

やセキュリティに問題がある。

⑤　バリアフリー対応が困難

　高齢者や障がい者にも配慮したユニバーサルデザインとなってい

ない。トイレなど一部の庁舎では改修を行っているが、エレベータ

ー施設などは根本的な解決が困難な状況にある。

5



⑥　防災拠点としての役割

　現庁舎は自家発電装置や危機対策用のスペースもなく、耐震性や

狭隙、防災ll青報機器の分散等により危機管理の集中体制がとれない

ことから、災害時における防災拠点としての役割を十分果たせない

状態にある。

（3）結び

　　　以上のように、現庁舎は耐震性をはじめとして様々な課題を抱え、

　　市民の利便性やサービスの低下、円滑な行政運営に支障をきたして

　　おり、今後ますます多様化する行政需要に対応するためにも新庁舎

　　の建設が急務である。

※ユニバーサルデザイン：年齢や障がいの有無などにかかわらず、できるだけ多くの人が利用するこ

とができるように、製品、施設等をデザインすること。
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2　新庁舎の基本的な考え方

　現庁舎の背景や課題などを踏まえ、より良い市民サービスの提供、効

率的な行政運営を目指し、新庁舎の基本的な考え方を以下に示す。

（1）市民が親しみ、利用しやすい庁舎

　新しい庁舎は、市民サービスの向上を重視した機能の充実を目指すと

ともに、年齢や障がいの有無などにかかわらず、誰にも使いやすく、分

かりやすいユニバーサルデザインの理念を設計の基本とする。また、市

民が利用するスペースやカウンターなどは利便性に十分配慮する。

（2）市民サービス、事務能率の向上を目指した庁舎

　各種ll青報通信ネットワークの高度化に対応した設備や適切な執務スペ

ースを備えた庁舎を目指す。

（3）将来の行政環境の変化にも柔軟に対応できる庁舎

　本格的な地方分権時代の到来、今後の広域的な連携体制、少子高齢化、

人ロ減少などに伴う行政環境の変化にも対応できる規模と機能を有する

庁舎を目指す。

（4）市民の安心・安全な暮らしを支える拠点となる庁舎

　平成7年の阪神・淡路大震災や平成16年の新潟県中越地震の大規模

な地震被害を踏まえ、新庁舎は高度な耐震性能、防火性能に加え、自立

性、指令中枢機能を備えた防災、災害時の拠点として、市民の安心、安

全を守る役割を十分果たぜる庁舎を目指す。

（5）省エネルギー対策、環境に配慮した経済性に優れた庁舎

　新庁舎の建設にあたっては、自然光、自然通風など自然エネルギーの

有効利用や省工ネ、省資源を図る工夫を取り入れた環境配慮型庁舎を目

指す。
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（6）保健センター機能を併せもつ庁舎

　新庁舎に保健センター機能を加え一体化することによって、利用する

市民の利便性の確保と、担当スタッフによる迅速かつきめ細かなサービ

スができる庁舎を目指す。
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3　新庁舎の機能

（1）機能の基本方針

　新庁舎の建設にあたっては、効率的な行政運営を図るため、現在分散

している分庁舎などを統合し、特に市民の利用頻度が高く、市民サービ

スに直結する窓□、相談、情報提供などの機能は、低階層部分に集約す

るなど利便性の向上を図る。また、議会機能については、市の最高の意

思決定機関として独立性を保つような配置とする。

（2）基本的な機能構成

　新庁舎の基本的な機能は、以下のように想定される。

①窓口機能（窓□、待合空間、総合案内など）

②事務機能（執務空間、打合せ空間、会議室、書庫など）

③議会機能（本会議場、会派室など）

④保健センター機能（保健指導、健康増進指導、検診部門など）

⑤防災機能（災害対策本部、災害時対応用の空間など）

⑥市民機能（ロビー、情報公開コーナーなど）

⑦駐車場・駐輪場

⑧その他（職員ロッカー、更衣室など）
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4　新庁舎の規模

（1）将来の人口と職員数について

　次期北広島市総合計画は、2010年（平成22年）策定のスケジュー

ルで現在準備を進めているところであるが、現総合計画が策定された2

000年（平成12年）における将来甲州の推計によると、本市の人□

は2010年（平成22年）には67，000人程度を想定していた。
　しかし、その嗜め社会経済の変化等から、人ロも微増状況となり、現

在は約61，000人を前後に増減を繰り返している状況となっている。

　また、国立社会保障・人□問題研究所が2008年（平成20年）に

発表した将来人ロ推i計によると、本市の2020年（平成32年）の人

ロ予測値を63，364人とし、それをピークに減少に転ずる推計とな

っている。

　新たに建設する庁舎は、今後相当長期にわたり使用することになり、

人ロ推計や政策などによって職員数の変動が考えられるが、現段階で将

来の丁田や職員数を特定することが非常に難しいことから、新庁舎の規

模の検討にあたっては、行財政構造改革・実行計画による2015年（平

成27年）の目標職員数である443人を規模算定の基準とし、新庁舎

における職員数については次のように想定する。

想定職員数

　①想定職員数〔2015年（平成27年）4月1日〕

　　i想定正規職員数約443人
　　ii新庁舎に入る部署以外の正規職員数約144人

　　iii新庁舎に入る部署の正規職員数約299人

　これに特別職3人のほか臨時、非常勤職員などの要素も考慮し、新庁

舎における職員の合計は、約400人と想定する。

（2）庁舎規模

　庁舎規模を算出するにあたっては各種の方法があるが、総務省の「地
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方債事業費算定基準（人ロ5万人以上の都市）」を参考にして算出する

と、庁舎面積は10，042r㎡と試算される。また、人ロ5万人未満の都市

における「地方債事業費算定基準」によれば8，776nイとなる。さらに、

執務スペース例として第3庁舎の3階フロアーをモデルとして新庁舎規

模を算出すると8，932r㎡となった。これら3つの方法により算出した延

床面積を職員数400人で除すると、職員一人当たりに換算した床面積

は約22～25r㎡となる（資料4）。一方、現在の各庁舎の面積を合算

すると議会機能も含め概ね5，538r㎡となっており（資料1）、職員一人

当たりに換算する床面積は約14r㎡である。

　これまでの他市の庁舎はこの「地方債事業費算定基準」を上回った規

模で、余裕を持って建築されたものが多く、それらの自治体では行革に

伴う職員数の削減により、相当の余裕スペースが生じている状況にある。

さらに、今後はlT化に対応した机の規格や配置、収納スペースのコン

パクト化などの工夫により、より省スペースでの対応も可能と考えられ

る。　（他市の庁舎規模は資料5）

　以上のことから、本市の新庁舎の規模は、職員一人当たりの床面積を

20r㎡として設定し、延べ床面積は約8，000rイを基本とする。

　また、一般及び公用車駐車場は現状の4割増の約200台分、駐輪場

は約50台分の確保を目標とする。
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5　新庁舎の位置

（1）建設候補地の条件

　建設候補地については、平成12年に「市民に利用しやすく、親しまれ

る庁舎」であることや、　「庁舎とまちづくり」の関係に配慮して適地の

選定を行わなければならないとして、鉄道、国道、道道などの交通環境、’

石狩管内や南空知管内の市や町との地理的関係、市内の人口分布の状況、

地域の歴史、市の中心核形成のための都市機能の集積と整備の必要性な

どを総合的に勘案し、JR北広島駅周辺から輪厚川付近までのJR千歳

線を挟む一体の市外地部が、新庁舎建設地として最もふさわしいエリア

であるという判断のもと、次に掲げる条件を基本に4箇所の建設候補地

について比較検討を行い、その際の総合評価において現在の庁舎位置が

最も高い評価を得たことから、平成12年6月の市議会において報告し

た経緯がある。

　4つの建設候補地とは、①現庁舎敷地、②総合体育館横イベント広場、

③東部小学校敷地（学校移転が前提）、④芸術文化ホール横民有地であ

るが、当時においても市の将来の財政圧迫を避けるごとを念頭に検討さ

れており、現状においてもそれは変わっていない。

（の敷地面積

　将来人□を踏まえ、庁舎の建築並びに駐車場、駐輪場などが確保で

きる敷地面積があること。

（ii）　1ヰ］心、白勺｛立置

　将来にわたり、市の中核となりうる所であること。

Gii）利便性

　地方自治法第4条第2項に定めるとおり、交通の事情や他の官公庁

施設との関係などの利便性が高く、将来にわたり広域的な交通体系が

図られること。

Gv）用地の確保

　市財政の負担軽減を図るため、公有地の活用に配慮すること。
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（2）建設候補地の比較と評価

　以上の4条件を基本に、4つの建設候補地についてさらに9つの評価

項目を設定し、過去に庁舎敷地としての適性度に関する評価を行なった

ものをそれぞれ以下に記す。

【評価項目】

　1）市民感情、各地区との相対的位置関係、市の中心核としての位置

　2）交通環境、交通事ll青（交通ネットワーク）の状況

　3）施設のバリアフリー化

　4）敷地周辺の状況

　5）景観、賑わいの創出、地域の魅力づくり

　6）敷地条件（大きさ、形状、高低差等）

　7）用地取得の可能性

　8）防災拠点

　9）敷地の法的条件

①現庁舎敷地についての評価

　①現庁舎敷地は、開村以来、本市の行政、経済、文化などの中心地と

して栄えてきた東部市街地の中心部にあり、市街地が分散している本市

にあっては、その歴史や地理的な位置関係からも、市民にとって分かり

やすく、親しみの持てる場所である。

　敷地の東側及び北側はそれぞれ道々に接道し、周辺は中小の商業施設

の立地集積があり、概ね商業・業務系の土地利用地域でもある。

　敷地は市の所有であり、形状的には大部分が平坦で、一部緩やかな北

斜面となっている。

　新庁舎建設敷地として理想的な形状とはいえないが、建物や駐車

場の配置計画の工夫により対応が可能である。また、新庁舎建設位置に

よっては、現存施設の撤去、仮設庁舎の検討が必要である。

　交通の要衝の地にあって、市内の各地区から国道や道道のルート

で自家用車によるアクセスが容易で、庁舎前に中央バス停留所があるほ

か、JR北広島駅及びJRバス停留所にも比較的近いところにある。
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　敷地の北側部分が接している道道栗山北広島線が主たる出入りロ

になるが、敷地全体のレベルより道道の路面が低く、水害時の冠水の可

能性や冬期間での車両の出入りにやや難点がある。

　○最大建築可能面積　　建ぺい率（80）　　12，540r㎡

　　　　　　　　　　　　容積率　　（400）　62，720r㎡

②総合体育館横イベント広場」についての評価

　②総合体育館横イベント広場は、石狩教育研修センターと平和の灯記

念公園の南側に隣接し、周辺には総合体育館や道立北広島高校が立地し、

さらにレクリェーションの森と一体となる広大な国有林が拡がる自然空

間に恵まれた静誼な環境にある。

　敷地は更地の市有地であり、全体が平坦なことから土地の高度利

用が可能であるが、南側法面側に有効面積を広げる場合は一部造成工事

が必要である。

　敷地の広さは、現庁舎敷地と大きな差はなく、同様に建物の配置計画

等に配慮が必要であるが、隣接の総合体育館の駐車場や教育研ll多センタ

ー及び総合体育館の会議室等との相互利用が可能なことから、敷地規模

や施設の延べ床面積において、他の箇所に比べ融通性がある。

　反面、東部市街地の北西側縁辺部に位置していることから、徒歩によ

るアクセスはかなり不便なため、何らかの交通手段が必要となるが、最

寄りの公共交通機関の利便性が悪く、路線バスの停留所が総合体育館前

．にあるのみである。

　また、市街地とは離れた地域にあるため、新庁舎建設を地域の都市環

境の形成や活性化に繋げていくといったまちづくりへの波及効果は薄く、

アクセスの不便さをも考慮すると市民が日常的に利用する庁舎としては

やや難がある。

　○最大建築可能面積　　　建ぺい率（70）　　10，465所

　　　　　　　　　　　　　容積率　　（400）　59，800r㎡
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③東部小学校敷地についての評価

　③東部小学校敷地」は、現在も東部小学校の敷地として使用されてお

り、①の現庁舎敷地と部分的に接していることから、位置的な特性に大

きな相違はなく、全体が平坦で土地利用上の課題はない。

　敷地の東側が接する道道江別恵庭線は交通量が多く、分離帯のない4

車線道路であめ、隣…地との敷地境界付近から江別方向に向かって下り坂

となることから、三三のラッシュ時や冬期間における車両の出入りに難

点がある。

　新庁舎が建設された場合は、隣接の現庁舎敷地やi現存施設との一

’体的な活用が可能となることや地域の活性化等が期待できる。

　この候補地の最大の課題は、現在東部小学校の校舎敷地として使用さ

れているため、新庁舎建設には、現在の小学校の移転が前提となり、そ

の移転先の用地購入と新小学校建設に数十億の財政負担が必要となるこ

とである。

　○最大建築可能面積　　　建ぺい率（60）　　11，158r㎡

　　　　　　　　　　　　　容積率　　（200）　　37，386r㎡

④芸術文化ホール横民有地についての評価

　④芸術文化ホール横民有地は、芸術文化ホールの北側に隣接する更地

の民有地であって、北広島駅東ロ前の交通の利便地にある。

　本市の中核施設である芸術文化ホール及び図書館に隣接し、駅を挟ん

だ西□には銀行・郵便局・病院・大型商業施設が立地し、公共・公益施

設の集積度が本市では最も高いエリアにある。

　候補地を含む一帯は、土地区画整理事業が実施され、特に本市の顔づ

くり事業のエリアとして質の高い都市整備がなされている。

　多機能施設である芸術文化ホールや図書館の建設と相まって、北広島

駅の東西連絡橋であるエルフィンパークがイベントや交流の広場として

整備されており、さらに新庁舎がこの地域に建設されると、これらの施

設の総合化によりコンベンション空間、イベント空間、様々な人々の交

流空間などとしての個性あふれた公共空間の創出が可能となる。
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　また、北広島駅は、JR千歳線、江別市と本市を結ぶJRバス空知線、

長沼町や南幌町などの南空知方面からのJRバス長沼線などの停車駅と

なっているため、北広島駅周辺一帯は石狩管内や南空知管内の市町との

広域交流拠点としての大きなポテンシャルを秘めたエリアでもあるとと

もに、優れた交通環境から市民の利便性の高い場所でもある。

　この候補地の課題は、敷地の狭さにある。敷地の面積は、市道の敷地

を合算しても8，160所（市道を除くと6，880r㎡）しかなく、土地の有

効利用や隣接の芸術文化ホールの公共空間（駐車場、前庭広場）などと

の一体化を図っても、敷地の狭隆感は否めない。ただし、駐車場として

駅直結の立体公共駐車場の活用が可能である。

　また、市道を廃止して土地の有効利用を図るとすれば、市道の管理上

あるいは土地区画整理上からの新たな整理等が必要となることや駅前に

ある民有地であることから取得費用等についてもかなりの財源が必要と

なるなど、用地に関する課題が大きい。

　○最大建築可能面積　　　　建ぺい率　　（80）　　5，504所

　　　　　　　　　　　　　容積率　　　（400）　27，520所

（3）新庁舎の位置について

　これまで検討された4つの候補地について、現在において庁舎建設の

可能性を考えると、④は土地の取得に数億円単位の土地購入費が必要と

なること、また③は現に小学校として使用しており、移転等の計画もな

いことから、①②の候補地が有力となるが、早期建設と建設コストにつ

いて、①の場合は、仮庁舎の建設をできるだけ避けたとしても、現庁舎

の段階的な解体、移転、仮駐車場の確保などの経費が想定され、工事中

の安全確保への十分な配慮も必要となる。しかし、現在使用している分

庁舎の一部門継続して活用することができ、庁舎建設の重要課題である

建設コストの抑制が可能となることが大きな利点である。②は、工事期

間や安全確保は問題ないものの、庁舎は全て新たに整備することが必要

となる。

　新庁舎の建設地について、地方自治法の第4条第2項の庁舎の位置に
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ついてのr住民の利用にもっとも便利であるように、交通の事情、他の官

公署との関係について適当な考慮を払わなければならない。」を基本と

して判断することが重三であり、市民、企業等の利便性、他の公共機関

との関係、建設規模の柔軟性など総合的な見地から判断すると新庁舎建

設の位置は、現在においても現庁舎敷地が適地であると考える。

（4）新庁舎建設計画面積について

　これまで様々な形で庁舎建設を検討してきた経過があるものの、規模

や機能の面で理想的な庁舎を求めたことから膨大な建設費となり、具体

的な建設計画には至っていない。このため、新庁舎の建設にあたっては、

建設資金の目途を立てることと建設コストの圧縮が不可欠である。

　また、将来の行政環境の変化に対応できるように必要最小限の規模に

とどめるべきである。

　そのような観点から、現敷地内で新庁舎を建設した場合、比較的新し

い第3庁舎増築部（3階建部分）を引き続き庁舎として活用することが

でき、新築する庁舎面積は8，000r㎡から6，500nイに縮’」、することが可能

となり、建設費の抑制につながる。

　また、あわせてその他の分庁舎についても、老朽度やオープンスペー

スの確保などを考慮し、活用方法について検討を行う必要がある。

　なお、庁舎の併用施設として、保健センター機能も組み入れることか

ら、保健センター機能（職員事務スペースを除く）面積は別に加算する

必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　（第3庁舎増築部）

新庁舎建築計画面積　＝　8，000r㎡　一　1，500r㎡　＝　劃
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6　保健センター機能の併設

　市町村が設置する保健センターは、地域保健法に基づき、住民に対し

ての健康相談、保健指導及び健康診査、その他地域保健に関し必要な事

業を行なうことを目的とした施設であり、地域における保健事業の拠点

施設としての役割を担う。

　また、施設の運営においては、国が定める地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針に基づき、保健、医療、福祉の連携を図るため、在宅介

護支援センターなどの社会福祉施設との協力体制の強化など、保健と福

祉の共通あ活動拠点としての運営等がなされるよう、都市の特性をいか

しつつ人ロ規模に応じた保健センターの設置を考慮することとなってい

る。

　本市においては、高齢者、障がい者等に関する福祉事業は、市及び社

会福祉法人等により実施されており、医療事業についても夜間急病セン

ターをはじめとして市医師会の協力体制の中で24時間体制が敷かれて

いることから、必要となる保健センターは保健事業を基本として、健康

相談、保健指導、健康診査などの機能を持つことが適当と考える。

　新庁舎に保健センター機能を加え一体建築することによって、利用す

る市民の利便性や施設整備費の抑制が図られる。

（1）求める機能と主たる整備内容

①健康相談機能

　・　市民相談、指導のための施設　　（相談室2室）

②健康診査機能

・　各種健康診査を行なうための施設一120人規模　　（診察室、検査

　室、待機室、更衣室等）

③食生活・健康指導教育機能

・　安全安心な食品意識の啓発、生活習慣病予防のための食習慣など
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．の食育推進と具体的実践　　（栄養指導室、幽調理実習室）

④健康増進指導機能

・　運動、生活指導等を行なうための施設　　（運動指導室、更衣室、

　シャワー室）

⑤自己測定機能

・　血圧、体脂肪等について、市民が自由に自己測定し、必要に応じ

　てその場で保健師、栄養士等から指導助言が受けられる施設，（測

　定コーナー）

⑥研修・会議機能
．賑つくb、子育て灘等のサークル活動錫罐供などの会議

　研修施設　（研ll多室）

⑦乳幼児等遊戯機能

・　乳幼児の遊び教室、育児交流会場として、また健診時のプレイル

　ームとしての施設　　（こどもの部屋）

⑧乳児等に対する対応

・　母子の来所に伴う授乳等の施設　　（授乳室、おむつ交換室）

◎休憩機能

・　休憩や団樂、待ち合わせのほか健康情幸艮が入手できる施設　　（ボ

　ール、ロビー、、展示コーナー）

⑩管理運営機能

・　センターの管理運営、指導を行なうための管理施設　（健康推進

　担当課を配置）

　　　　　　　　　　　　　　19



（2）併設した場合の庁舎規模

　　前述した各機能には、会議室など重複利用できる施設もあるが、保

　健センター機能に加えトイレ、エレベーター、その他のスペースなど

　を考慮すると、，施設規模は、新庁舎のワンフロアー相当の約1，000

　所規模の面積を基本とする。

　なお、保健センターの詳細な間取りや機能は、今後担当部局におい

て検討することになるが、保健センター機能を含む新庁舎の建設規模

（総延床面積）は次のようになる。（第3庁舎増築部を活用する場合）

新庁舎建築面積＝　6，500r㎡

（保健センター分）

十　1，000r㎡　　＝ 7500r㎡

　現敷地内において、この7，500r㎡ζいう建設規模と駐車スペース、活

用する分庁舎の配置等を考慮した場合、6～7階建ての庁舎が想定され

る。
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7　事業手法と資金計画

（1）事業手法

　地方自治を取り巻く環境は、効率性、競争性などの経営意識が求めら

れてきており、「民間資金等の活用による公共施設等の促進に関する法

律」（いわゆるPFl促進法）が平成11年9月に施行されるなど、最近

の公共工事は事業の特性等に応じて民間の技術力が発揮されるような入

札・契約方式が採用されてきている。

　このようなことから、官公署庁舎など公共施設の建設においても、従

来から行われている官公署において積算し発注する直営方法のほかに、

施設の設計・建設から維持管理・運営にいたる一連の業務に民間の資金・

経営能力・技術的能力を活用する※PFl方式やリース方式の導入が見

受けられるようになってきた。

　他市の事例を見ると、昨今の公共工事の発注形態が企業競争を促す一

般競争入札を採用しているためか落札額が低くなる傾向があるのと、設

計段階で自治体の意図がより反映されるためか、ほとんどの自治体では

直営方式を採用している。この方式を採用するには、起債以外の資金の

確保が大きな課題となる。

　本市に適した事業手法として、現庁舎建設基金や一時的な財源手当を

考えると、民間建設ゴストを採用することができ、建設費支払いの平準

化が図られる民間資金等を活用した事業手法を導入することも有効と考

える。しかし、PFl方式を導入する場合は、事務手続きが複雑で、事

業の発案から完了まで段階的な手川頁が必要となることやPFl経費も見

込まれるため、現庁舎の安全性や分散化の解消による市民サービスの向

上などの視点から早期の庁舎建設を行う場合にはリース方式が有力な手

法である。

　また、より民間的な施設運営によって効率よく質の高いサービスが期

待できる※PPP方式と言われる手法も研究する価値はある。

　なお、いずれの事業手法で進めるとしても、財源を最大限有効に活用

するため、民間が持つ優れた設計能力やアイディア等が発揮されるよう、
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※コンペ方式や※事業費プロポーザル方式などを取り入れた発注形態

も十分に検討する必要がある。　（各事業手法別の評価・比較は資料6～

7）

　（2）資金計画

　庁舎．建設の資金計画にあたっては、現時点での積立額である約10億

6千4百万円の庁舎建設基金の活用を前提とする。

①直営方式の場合

　庁舎の建設工事費のほか、初期費用として駐車場等の外構工事費、

調査設計計画費、解体工事費、引越し費用、机等の備品費などが必要

となる。建設工事費は、歩掛、道単価等により算出が可能であるが、

グレードや、構造、工法の違いによって幅がある。他市等の建設費の

事例を見ると、延床面積1所当りの価格は257千円から477千円とな

っている。　（資料10）

　起債充当を考慮しても、なお資金が不足することから、基金の更な

る積立が必要であり、この場合には建設の時期に影響が出てくる。

②PFl、リース方式の場合

　直営方式と同様に、初期費用が必要となるが、契約条件の設定段階

で、分割払いに含めるなど調整は可能である。

　また、建築工事費は維持管理費を含め民間が積算することから、民

間が持つ技術力やアイディアを生かした※VEや安価な新工法の採用

など『により、直営方式より20～30％のコストダウンが可能である

と言われている。支払う金利は起債より高いが、支払いの平準化が図

られるため、初期費用に基金をある程度充当できるなど、早期建設に

は有効な手段である。なお、分割払いの年間支払い額を抑えるために

は、15年ぐらいの分割が妥当でばないかと考える（事例は資料11）
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③今後の作業

　現段階では、具体的な建設仕様等を定め建設工事額の積算を行うま

でには至ってないことから、今後、議会や市民の意見を取り入れなが

ら、方向性を見極め、建築設計をまとめながら詳細かつ具体的な資金

計画を立てる必要がある。

※PFl（Private　Rnance　lnitiati＞e）方式：　公共サービスの提供に際して公共施設が必要な場合

　に、従来のように公共が直接施設を整備ぜずに民間資金を利用して民間に施設整備と公共サービス

　の提供をゆだねる手法である。

※PPP〔Public　Private　Partnership〕方式：　「民間でできることは、できるだけ民間に任せよ

　う」という原則に基づく、官民パートナーシップによる「公共サービスの民間開放」を意味してい

　る。従来の「公共の直接公共サービスを供給する仕組み」を「公共サービスの提供主体が市場の中

　で競争していく仕組み」に転換し、最も効率よく質の高い公共サービスの提供（Best　Vaiue　for

　Money，　Best　VFM）を目指している

※コンペ方式：　建築設計において、複数の設計者等に設計案を出させ、優れたものを選ぶこと。設

　計コンペ、競技設計ともいう。公平性を保つことや、能力のある新人にチャンスを与えられること、

　優れた建築家に依頼することができるなどのメリットがあるが、コンペの開催により費用が増大す

　る側面もある。　コンペには、公募により行われる場合（公開コンペ）と、複数の建築家を指名し

　その中で競わぜる場合（指名コンペ）がある。

※事業費プロポーザル方式：　技術的に高度又は個性の重視される業務を発注するにあたり、事業費

　も含め当該業務に係る実施体制、実施方針、プロジェクトに対する提案等に関するプロポーザル（企

　画提案書）の提出を受け、必要な場合にはヒアリングを実施した上で、当該プロポーザルの評価を

　行って、当該業務に最も適した設計者を選定する方式。コンペ方式では、明確な設計条件により、

　施設の設計案自体を評価し、選定するが、プロポーザル方式では、具体的な課題を提示して、課題

　に対する提案（業務の実施方針）を評価し、設計者等を選定する。

※VE（Value　Engineering）：　価値工学の略語で、目的物の機能を低下さぜずにコストを縮減する、

　又は同等のコストで機能を向上さぜるための技術

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23



◎　庁舎の現況と面積

○現庁舎床面積（H20・4・1）

床　面　積 建設年月日 構造 職員
臨時・

�寀ﾎ
議員

本庁舎 1，772 S43 RC 55 12 24
第2庁舎 597 S49 鉄骨プレハブ 27 3
第2庁舎増築 838 S58 鉄骨プレハブ 68 7
第3庁舎 480 S54 鉄骨プレハブ 34 6
第3庁舎増築 1，500 H3 鉄骨プレハブ 106 39
借上事務所 352 S62借上 29 7
計 5，538 319 74 24

　※中央会館：H43築RC　566m2

0現建築敷地　（敷地図の赤線部）

中央4丁目 面積（m2） 地目

2番1 9，026．53 宅地

2番2 398．34 宅地

2番3 263．96 宅地

2番4 1，797．00 畑

2番5 1，772．00 畑

2番6 1，558．00 畑

2番7 544．30 宅地

2番9 21．47 宅地

2番11 146．00 山林

計 15，527．60

★2－8：51．42m2、2－10：63．00

甫は4名共有地（札幌市3名、別府
市1名）

★61番：国有地297m2

＊　参考【平成19年4月1日時点の出先機関の職員数】

出先機関名 職員数 出先機関名 職員数

住民センター 1 下水処理センター 2
エルフィンパーク 1 給食センター 3
ふれあい学習センター 2 体育課 4
各出張所 8 総合体育館 1

こども発達支援センター 8 図書館 5
各保育園 41 文化ホール 4
土木事務所 12 消防 89

合　　　計 189
H21．4．1時点
W4名十89名（消防）＝173名
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◎市庁舎膿診断の腰　　　　　　［亜コ
1市本庁舎は、昭和56年施行の建築基準法構造基準である新耐震設計以前の建築物であるこ
　とから、耐震性を判定するため、平成8年度に「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基
　準」に基づき、耐震診断を行なった。

　　この結果、本庁舎についてX方向（南北）においては全ての階で「構造耐震判定指標値（I

　so）」を大幅に下回り、大規模な補強、または改築が必要であるとされ、また、　Y方向（東西）

　においては、2階部分で耐震1生が劣り、補強、または精密診断の必要があるとされた。

　　さらに、本庁舎壁面コンクリートのコア抽出による強度試験においては、ほとんどの供試体

　の圧縮強度が設計基準強度を大きく下回ったことにより、壁面の強度不足も危惧されるに至っ
　た。

2耐震診断結果

①調査報告平成8年7月
②　委託先　　（株）ウシダ建築設計

③　診断結果　　本庁舎X方向（南北）は全ての階で耐震上大いに問題があり、大規模な補強、

　　　　　　　　または改築が必要である。Y方向（東西）は2階で耐震性が劣るため補強が必

　　　　　　　　要、または精密診断が必要である。

④補強対策に関する意見
　　　　　　　　補強対策にて、耐震性能の不足している階は、壁の増設などの補強を行い、

　　　　　　　補強後に耐震診断を行い、構造耐震判定指標を上回ることを確認する必要があ

　　　　　　　る。しかし、補強によって指標値を満足することができても、壁コンクリート

　　　　　　　の強度不足が確認されていることから、これほど強度が低下しているコンクリ

　　　　　　　ート躯体に、多数のアンカーを打ち込み壁の増設を行なうことは、建物全体の

　　　　　　　強度を考えると危険が伴うものと思われる。
【耐震診断結果表】

方向 階 Is ISO 判定 補強法

3階 O．30 N．G 耐震壁増設・開二部縮小

X 2階 0．28 ○．65
N．G 耐震壁増設・壁設置・開二部閉じ

1階 O．28 N．G
耐震壁増設・壁設置・開□部閉じ・スリ

bト設置

3階 O．93 0．K なし

Y 2階 ○．55 0．65 N．G 耐震壁増設・スリット設置

1階 0．83 0．K なし

※　IS：構造耐震指標、ISO：構造耐震判定指標値

【コンクリートの圧縮強度結果表】

コア番号 部位 圧縮強度（kgf／cnつ 平均値（㎏f／c所）
1 1階内壁 143　　　〈14．0＞
2 1階内壁 158　　　〈155＞

150．5
1377〈180（設計基
?ｭ度3－2 2階内壁 195　　　　〈19．1＞

4 2階内壁 101　　　　〈9．9＞
148．O

5－2 3階内壁 88　　　　　〈86＞
6 3階内壁 141　　　　＜13．8＞

114．5

※〈〉内数値は、1（kgf／cnわ＝980665×1σ2（N／m所）により（N／m酪）に換算した値
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◎　市庁舎の必要面積の算出

1　新庁舎建設に当たっての人ロ及び職員数の想定
　想定する新庁舎の規模は、次の設計段階における指標となるもので、建設コスト算出に必要な要素

となります。また、新庁舎の規模は、勤務する職員数が基本条件の一つとなることから、平成27年時

点を基準に職員数を次のように想定します。

【庁舎規模算定の基本条件】

項　　　目　　　　内　容 備　　　　　考
想定正職員数 443人 行財政構造改革・実行計画における平成27年度の目標職員数

議員数 24人 現定員数
臨時・非常勤職員等数 96人 正職員減の4割程度の補充を見込む（現74名）

【将来の職員数の想定】

区　分
現状（H20．4） 将来目標（H27．4）

本庁舎内 出先機関 合計 本庁舎内 出先機関 合計

部長職 15 2 17 9 1 10

署長職 0 2 2 0 2 2

課長職 40 14 54 31 10 41

園長職 1 3 4 0 2 2

主査職 103 49 152 89 34 123

スタッフ 156 114 270 170 95 265

正職員合計　　　　　　315　　　184　　4gg　　　2gg　　　144　　　443
※出先機関には消防も含む。

新庁舎内の想定職員数

　特別職　正職員　　非常勤等　　　合計　　　　　再計

＝　3人十299人十96人　＝　398人　r　400人

【現庁舎床面積と1人当り面積（H20・4・1）】

床面積 正職員
非常勤

@等
合計

1人当面積
@（㎡）

本庁舎（3階建）
1，772

i1，186）
54 12 66

26．8

i18．0）

第2庁舎（平屋） 597 27 3 30 19．9

第2庁舎増築（2階建） 838 68 7 75 11．2

第3庁舎（2階建） 480 34 6 40 12．0

第3庁舎増築（3階建） L500 106 39 145 10．3

借上事務所（1フロア） 352 29 7 36 9．8

計
5，538

i4，953）

318 74 392
14．1

i126）

※正職員数には特別職数も含む。

※床面積の下段（）内は議会関連スペース586㎡（2F：106、3F：480）を除く面積である。

※中央会館566㎡は含まない。
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2　新庁舎規模（必要面積）の検討

【パターン1】第3庁舎3階の1フロアーをモデルとして庁舎面を換算した場合

計算式 面積 割合

①事務スペース（相談室含む） 19．175　×　　　11．4　十　　　　7．8　×　　　6．3　－　　　18，925　＝ 248．81 51．96

②男子休養室（物置） 3．6　×　　　　　6．3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ 22．68 4．74

③ロッカー室 7．8　×　　　　　6．3　－　　　　3．6　×　　　　4．8　　　　　　　　　　　　ニ 31．86 6．65

④女子休養室（ロッカー含む） 3，6　×　　　　　4．8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ 17．28 3．61

⑤物品庫 1．6　×　　　　　2．1　×　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ 6．72 1．40

⑥トイレ 6．3　×　　　　　　5　－　　　　　1　×　　　　2．1　　　　　　　　　　　　ニ 29．4 6」4

⑦炊事場 2．5×　　　5　　　　　　　　　　　　　　　　　＝． 12．5 2．61

⑧会議室 6，1×　　　5　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ 30．5 6．37

⑨階段 4×　　5．8　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ 23．2 4．84

⑩廊下 2．7　×　　　　12．7　－1－　　　2．1　×　　　　6．1　十　　　　　　　8．8　＝ 55．9 11．67

合計　　　　　　　　　　　内壁延べ床面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　478β5　100

職員内訳（第3庁舎3階） 職員数

部長職 3

課長職 6

主査職 11

スタッフ 9

臨職・非常勤職 2

合計　　　　　　　　　　　　　31

現在の市長室 　　　2S9．5m

現在の副市長室 　　　2Q7．9m

中央会館 566㎡
現在の議会関連スペース 586㎡

第3庁舎3階の状況

事務室①　　　　　　　　　　　　　基準面積

@　　　　　　　　　　　　　　　　　（㎡／人）

人員

i人）

面積
i㎡）

合計面積

@（㎡）

構成

特別職
一

部長職 19．5 3 58．5

課長職 9 6 54．0

主査職 4．5 11 49．5

スタッフ職等 4．5 11 49．5

モデルは経済部長

cfルは農政課長

@　　52％

PCデスク等 4．5 6 27．0

キャビネット 10．31

　31名
Q48．81

倉庫②⑤ 事務室の11B96に相当 29．40 6％
会議室等③④⑥⑦⑧ 職員1人当り3．9㎡ 121．54 2596

専用部分面積小計 399．75 83％
玄関等⑨⑩　　　　　　　専用部分の19．8％に相当 79．1 17％
行政部門小計 79．1 17％
議会関係　　　　　　　　　議員数×35㎡／人　　　　　　　　　　　　　一

面積合計 478．85　　　　　100％

第3庁舎3階をモデルとし、庁舎面積を想定した場合

職員分 400人÷　　31人　×　478．85㎡　　　＝ 6，178．71

特別職分 3人　×　　50㎡　　　　　　　　　　　＝ 150

議会分 ＝ 840

市民ロビー、廊下増 1階300㎡　十　　11㎡　×　373÷31　　＝ 432．35

設備関係室 991

サーバー室、記者室、印刷室 100　十　　　　　30　十　　　　50　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ 180

電話交換、宿直、防災備蓄等 40　十　　　　　20　十　　　100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ 160

合計 8，932．06
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【パターン2】総務省起債基準面積（人ロ5万人以上50万人未満）※本庁舎職員数は400人と設定

事務室 基準面積

i㎡／人）

人員

i人）

面積

i㎡）

合計面積

@（㎡）

構成

特別職 90．00 3 270

部長職 40．50 9 364．5

課長職 22．50 31 697．5

主査職 9．00 89 801

スタッフ職等 4．50 268 1206 3，339 33％
倉庫　　， 事務室の13％ 3，339×0」3 434 4％
会議室等 職員1人当り7．0㎡ 400×7．0 2β00 28％
専用部分面積小計 6，573 65％
玄関等　　　専用部分の40％　　　　　　6，573×0．4 2，629 26％
行政部門小計 9202 9296

議会関係　　議員数×35㎡／人　　　　　　24×35　　　　　　　　　　　　840　　　8％

必要面積合計 10，042．30　　　漉00％

【パターン3】総務省起債基準面積（人ロ5万人未満） ※本庁舎職員数は400人と設定

事務室 基準面積

i㎡／人）

人員

i人）

面積
i㎡）

合計面積

@（㎡）

構成

特別職 54．00 3 162

部長職 11．25 9 101．25

課長職 11．25 31 348．75

主査職 8．10 89 720．9

スタッフ丁丁 4．50 268 1206 2，539 25％
倉庫 事務室の1396 2，539×0．13 330 3％
会議室等 職員1人当り7．0㎡ 400×7．0 2，800 28％
専用部分面積小計 5，669 56％
玄関等　　　専用部分の4096　　　　　　5，669×0．4 2268 23％
行政部門小計 7，937 79％
議会関係　　議員数×35㎡／人　　　　　　　24×35　　　　　　　　　　　　840　　　8％

必要面積合計 8，776．54　　　100％

※玄関等の面積は実情に応じ10％の加算が認められている。

会議室等

玄関等

議会関係

会議室、電話交換室、便所、洗面所、その他諸室

玄関、広間、廊下、階段、エレベーター等の交通部分

議場、委員会室、控室

※起債基準面積＝起債の対象となる庁舎の施設面積で、算定に当たっては、庁内の職員数等を

　　　　　　　基礎として、必要とする事務室や会議室、倉庫等各施設の面積をそれぞれ基準

　　　　　　　に従い計算する。

【結果】 ※中央会館分566㎡は算入していない。

庁舎面積算出根拠 延床面積（㎡） 職員1人当り面積（㎡）

パターン1 第3庁舎3階モデル 8，932．06 22．3

パターン2 総務省（人ロ5万人以上10万人未満 10，042．30 25．1

パターン3 総務省（人ロ5万人未満） 8，776．54 21．9
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【参考】道内の事例（H10．8時点）

帯広市 石狩市 江差町 滝川市

竣工年次 平成4 平成5年 平成5年 平成9年
延べ床面積（㎡） 23，000 10，000 5，680 15，749

人ロ（人） 174，000 54，300 11，300 47，894

庁舎内職員数 807 350 150 354

職員1人当りの面積（㎡） 28．5 28．6 379 44．5

※滝川市は市民交流サロン、展望ロビー、大会議室、1Fロビー、売店、喫茶店等を含む。また執務スペースも

余裕がある。

以上3パターンの結果から　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

5万人以上の都市総務省起債基準での算出は1万㎡を超えるが、それ以外は概ね8千8百～9千の範囲

であった。しかし、職員一人当たりの床面積は現状が狭隆であるとしても、現状約14㎡が約22㎡となり、相

当の余裕が見込まれる。また、これまでの他市の庁舎は当時余裕を持って建築されたものが多く、そのよう

な自治体は行革による職員数の削減により、無駄なスペースが増えているようである。さらに、今後は互T化

に対応した机の規格や配置、収納スペースのコンパクト化などの工夫により、より省スペースでの対応も可

能と考えられることから、職員1人当りの床面積を2亜として設定し、必要となる庁舎の規模は8000㎡

を基本とする。
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◎　他市の庁舎規模の状況

市　名 想定人□ 延床面積
庁内職員
@　数

職員一人当たり
ｰ面積（m2）

人□千人当り
ｰ面積（m2）

駐車台数 竣工
備考

掛川市
i静岡県）

84，000
i83，576）

16，135
320
i389）

50．42

i4148）

192．08

i193．06）

261
i95）

1996
iH8）

綾瀬市
i神奈川県）

112，000
i82，545）

22，461
556
i389）

40．40

i57．74）

200．54
i272．11）

227
i72）

1996
iH8）

東久留米市
i東京都）

134，000

i114，330）
20，129

483
i385）

41．67

i5228）

150．22

i176．06）

140
i60）

1996
iト18）

昭島市
i東京都）

130，000

i110，866）
16，998

600
i431）

28．33

i3944）

130．75

i153．32）

185
i91）

　　　0P997

iH9）

高崎市
i群馬県）

307，000

i247，612）
44，774

1，425

i1，090）

31．42

i41．08）

145．84

i18082）

528
i137＞

1998

iH10）

太田市
i群馬県）

175，000

i152，625）
28，785

865
i865）

33．28

i33．28）

164．49

i188．60）

216
i50＞

1998

iHlO）

あきるの市
i東京都）

86，100

i80，423）
14ρ70

400
i340）

35．18

i4138＞

163．41

i174．95）

235
i64）

2001

iH13）

岩倉市
i愛知県）

53，000

i48，323）
9，143

231

i211）

3958
i4333）

172．51

i189．21）

100
i34）

2002
iH14）

糸満市
i沖縄県）

70，000
i57，282）

15，434
501

i336）

30．81

i45．93）

22049
i269．44）

247
i130）

2002
iH14）

鈴鹿市
i三重県）

210，000
i197，791）

26，726
864
i700）

30．93

i38．18）

127．27
i135．12）

406
i113）

2006
iH18）

福生市
i東京都）

60，000

i61β52）
10，550

310
i310）

34．03

i34．03）

175．83

i170。57）

150
i50）

2008
iH20）

立川市
i東京都）

190，000
i172，102）

25，814
590
i645）

43．75

i40．02）

135．86

i149．99）
250
2010
iH22）

予定

平塚市
i神奈川県）

260，047
i256，041）

25，000
1，026

i998）

24．37

i25．05）

96．14

i97．64）

300
i100）

設計中

町田市
i東京都）

430，000
i400，530）

40，000
1，314

i1，300）

30．44

i30．77）

93．02

i9987）

380
i130）

施工者選

@定中

平均
35．33

i40．29＞

15489
i175．05）

、

北広島市
（北海道）

63，364
〔60，253）

8，000
400
（392）

20．00

（2041）

12625
（13277）

200
（60）

※下段（）は、平成16年10月1目時点の数値
※駐車台数の（）は、公用車で内数

※北広島市の想定人□は国立社会保障・人□問題研究所が2008年（平成20年）に発表した将来人

推計による2020年（平成32年）の人ロ予測値
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◎　各事業手法の評価

事　業　方　式

直営（従来方式）

PFI（BTO）

リース方式

評 価

★積立金、起債、一般財源、補助金による資金調達の目途が立

ち、将来の市財政への影響が限定的で吸収可能であれば、有力

な方式である。

★この方式採用にあたっては、積立基金額や市の財政状況を考

慮するとともに、補助制度の有無を調査する必要がある。

★VFMが見込めることが当方式採用の前提になる。設計、施

工、維持管理・運営をできるだけ一括してPFI事業者に発注

することが基本となる。

★PFl対応方針や対応部署の設置など準備業務に時間を要す

るため、年次スケジュールに影響を及ぼす可能性がある。

★民間価格による建設費削減の効果と、金利負担やPFl経費

による資金増との有利性を見極める必要がある。

★建設費等の支払いの平準化が図られる。

★民間活用により、VFMが見込める点はPFlと同様である

が、複雑な手続きがなくそれに掛かる経費も少なく、時間の短

縮と費用の削減が図られる。

★買取リース契約の場合は、リース期間満了後に建物所有権が

移るが、その間固定資産税等を市が負担することになる。地方

交付税に影響するため、建築直後の所有権移転を検討する必要

がある。

※＞FM（Value　For　Money）：支出額に対して、最も価値の高い行政サービスを提供するという考え方。’

民間の資金やノウハウを行政運営に取り入れ、コスト削減を目指すPFIの重要な概念となっており、従来のサービス提供方式と

PR導入後の方式を比較することで、　VFMが導き出される。
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◎　事業手法別の比較

事業手法の特性 直営（従来）方式 PFl方式（BTO） リース方式

・事業関係者が市内部 ・PFl法にのっとり事業導入可 ・PFl事業の手続

に限られるため、迅 能性調査や準備作業及び経費が きが必要ないため、’

速な推進が可能であ 必要となり、準備期間が長く、 迅速に事業を進め

る。 手続きも煩雑である。（市内部の ることができる。
1．事業スピード

手続き作業が膨大）

・「アドバイザリー業務」等の期間
●

（18ヶ月程度）が必要なため、

着工までに長い時間を要する。

・発注者側の意思によ ・選定基準が総合評価のため、選 ・リースサービス料の

り事業内容を決定で 定経緯が複雑で解りにくい。 入札のため、選定基準

2．事業の選定・内容 きる。 ・選定委員長や委員の意思が強く が単純で解り易い。

でるにもかかわらず、発注者側

の業務が増大する。

・調査設計計画費や建 ・分割払いを採用することにより、 ・同左

設費など、建設時点 支払いの平準化が図られる。

に支払いが集中す

3．費用の支払時期 る。

・起債を償還する間の

市財政への影響を考

慮する必要がある。

・PFIの手続きを省 ・業務一括の民間発注であり、建 ・PFl方式の内※B

略できるメリットが 設費や維持費などのコストは縮 OT（リース期間中

あるものの、公共単 減されるが、手続きに伴う経費 は民間が所有）が契

価の採用、業務毎の も考慮する必要があり、総体的 約の基本型であり、

分割発注のため、縮 なコスト縮減効果の有無を調査 市の対価に税が上

減効果が期待しにく する必要がある。 乗せされるデメリ

い。 ・PFl方式の内※BTOは建築 ットがあるが、業務
4．事業コスト

・市の持ち出しを極力 後直ちに所有権iを移転するた 一括の民間発注、蝦

押さえるために、国 め、固定資産税等は支払うこと 疵期間満了後の民

の補助制度を探す必 がなく．、地方交付税の面でも有 間へのリスク移転、

要がある。 利となり、総体的なコスト縮減 PFl事業の手続
効果がある。 き省略など、総体的

なコスト縮減効果

がある。
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事業手法の特性 直営（従来）方式 PFl方式（BTO） リース方式

・市の発注、建設のた ・建物完成後、所有権が市に移る ・リース期間中は民間

め、柔軟な機能、用 ため、柔軟な機能、用途の変更、 所有が基本型

途の変更、財政状況 財政状況に応じたll多繕が可能で ・建物完成後に、所有

に応じた修繕が可能
ある。b 権を市に移る内容

である。　　　　　、 の契約を検討する
5．完成後の対応

必要がある。それに

より柔軟な機能、用

途の変更、財政状況

に応じた修繕が可

能である。

・通常の工事発注であ ・事業者は、資金調達、経営ノウ ・建築担当事業者は、

り、建設会社が広く ハウ、専門技術などの総合力を 庁舎建築を施工す

入札に参加できる。 要するため、大手企業の主導に る技術力を有して

6．事業者の参入機会
・分離発注によって、 なりやすい。 いることが条件と

地元企業の参入可能 なる。

性を増やすことも可

能である。

，

・市の直営事業であり、 ・法に基づく手続きとなるためリ ・事業者は、リース事

事業破綻などのリス スクは小さい。 業に実績があり、信

クは少ない。 頼、信用度のあるリ
7．その他の留意点

一ス会社に限定さ

れる。

※BTO（Build（建設）Transfer（言嚢渡）Operate（運営））：PFIの一形態で、民間事業者が資金調達、設計、施工した後、

公共部門に施設の所有権を移転し、民間事業者に施設の使用許可を与え施設を運営する方式。

※BOT（Build（建設）Operate（運営）Transfer（譲渡））　：PFIの一形態で、民間事業者が資金調達、設計、施工を行い、

契約期間満了後に所有権を公共部門に移転する方式。
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◎　庁舎整備に係る地方債の運用について
　　　　　　　　　　（平成20年度、一般単独事業）

1．庁舎の標準的事業費は、票準面積（A）及び標準単価（B）に基づき算定した額に、付

帯施設及び外構等工事費に係る額を加算した額の範囲内であること。

［運用要綱］　庁舎に係る起債は、「標準的な事業費の範囲内の額」を対象とする。

［留意事項］　他の公共施設の整備状況、用地確保の状況、財源計画の確実な見直し及び緊

　　　　　　急度を十分勘案すること。（充当率70％、公募債・銀行借入）

標準的事業費＝標準面積（A）×標準単価（B）＋（付帯施設及・外構等工事費）

（イ）　標準面積（A）について、下記①から⑥で算定された面積を合算した面積。

　①事務室（応接室を含む）については、4．5由2に換算職員数（常勤職員の現在数を下

　　表の換算率により補正したもの）を乗じて得た面積。

区分
特別職

i三役）

部長
@　　級次長

課　長級課長補佐

係長’級 一般職員

都道府県、指定都市及び

l並50万人以上の市
25 12 5 2

1．7

P

人ロ5万人以上50万人

｢満の市町村
20 9 5 2 1．7

P

人ロ5万人未満の市町村 12 一 2．5 18
1．7

P

（注）一般職員の欄の「1．7」は、製図者に係る換算率である。

②倉庫については、①の面積の13％に相当する面積とすること。

③　会議室等（会議室、電話交換室、，便所、洗面所、その他の諸室をいう。）については、

　70m2に常勤職員の現在数を乗じて得た面積（その面積が350m2未満であるときは

　350m2）とすること。

④玄関等（玄関、広間、廊下、階段その他の通行部分をいう。）については、①～③ま

　での面積を合算した面積の40％に相当する面積とすること6

　ただし、実1青と相違する場合においては、①～③までの面積を合算した面積の10％

　に相当する面積の範囲内で増加することができる。

⑤　車庫については、自動車（本庁において直接使用する自動車に限る。）1台につき

　25m2（地下車庫にあっては50m2）とすること。

⑥　議事堂（議場、委員会室及び議員控室をいう。〉については、議員定数に35m2を乗

　して得た面積とする。
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（ロ） 　（イ）の懸△）＿の算定の基礎となる職員数には、企業会計に属する職員は

含まないものであること。ただし、同一庁舎に地方公営企業に属する職員が同居する

場合で、定数が20人以内、かつ当該定数が一般会計に属する職員の数の10％以内

である場合には、この限りでない。

（ハ）　次に掲げる場合に該当するときは、庁舎完成から3年後の職員数をもって、（イ）

　　の標準面積（A）の算定の基礎となる職員数とすることができるものであること。

　　　・市町村合併計画の具体化などにより、職員数の増加が見込まれること

　　　・支所、出張所の統廃合をする計画があり、これにより職員数の増加が見込まれるこ

　　　と。

　　・大規模な住宅団地の建設等に伴う人馴増加により、職員数の増加が見込まれること。

（二）　庁舎の増改築を行う場合の標準面積は、（イ）の標準面積（A）から現有面積（増改

　　築に係らない施設部分の面積をいう。）を控除した面積とする。

　　使用に耐えられない老朽建物等は、現有面積から控除することができる。

（ホ）　庁舎の1m2当たりの標準単価（B）は、以下に定める額とする。

　　　　（基地対策に係る庁舎は、この単価の1．2倍）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道単価

　　　・鉄筋コンクリート造　4階建以下　165，700円（190，555円）

　　　・　　　〃　　　　　　5、6階建　177，600円（204，240円）

　　　・　　　〃　　　　　　7階建以上　200，500円（230，575円）

（へ）　上記標準単価（B）が実ll青と相違する場合、必要に応じ、北海道の場合は

　　　　1．15倍に相当する額までの範囲内で標準単価を増額することができる。

2．付帯施設及び外構等工事費については、適正必要額を対象とする。
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◎　起債額の推計

○総務省・地方債事業算定基準から算定

　起債額　＝（標準必要面積×標準単価十外構工事費）×充当率（70％）

　※　総務省地方債事業算定基準での標準面積は10，042甫となったが、新庁舎必要面積である

　　8，000から第3庁舎床面積を引いた6，500所に保健センター機能1，000所を加え7，500

　　所で想定した。また、建築費として床面積所当り256千円から400千円の4タイプを想定

　　した。

①4階建て以下の場合

　単価

i千円／而

標準面積

@（　2m）

建築費

i千円）

標準単価

i千円／而

外構工事費

@（千円）

起債額

i干円〉

他の財源

i千円）

A 400 3，000，000 2，023，287

B 350 2，625，000 1，648，287

C 300
7，500

2，250，000
190，555 79ρ00 1，055，713

1，273，287

D 250 1，875，000 898，287

②5、6階建ての場合

　単価

i千円／而

標準面積

@（　2m〉

建築費

i千円）

標準単価

i千円／酌

外構工事費

@（干円）

起債額

i千円〉

他の財源

i干円）

A 400 3，000，000 1，951，440

B 350 2，625，000 1，576，440

C 300
7，500

2，250，000
204，240 79，000 1，127，560

1．201440

D 250 1，875，000 826，440

③7階建て以上の場合

　単価

i千円／哺

標準面積

@（而

建築費

i千円）

標準単価

i千円／㎡）

外構工事費

@（千円｝

起債額

i千円）

他の財源

i千円）

A ．　　400 3，000，000 1，868，482

B 350 2，625，000 1．493482

C 300
7，500

2，250，000
230，575 79ρ00 1，2伯，518

1．118482

D 250 1，875，000 743，482

○起債の償還

　仮に、起債額10億円、返済期間20年、措置期間3年、年利率（固定）2％、半年賦元

金均等と想定した場合、当初3年間の返済額は、年間2千万円。4年目の返済額は、7千9

百万円、その後年間判1百20万円ずつ支払額が減少し、最終年支払額は5千9百万円となる。

（半年賦元利均等の場合は、4年目以降の返済額は約7千万円／年となる）
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◎　庁舎工事費事例（直営　従来方式）

庁舎名

三重県

菰野市役所

奈良県

宇陀市役所

京都府

木津川市庁舎

奈良県

大淀町庁舎

山梨県

市川大門町庁舎

東京都

福生市庁舎

外観

’一

．肩

r哩｛

藷勲

．脳輪凸か

欝
：li繁

施設概要

竣工年：2002．3

敷地面積：27，002m2

延床面積：11，533m2

構　造：SRC／S
　　　　　免震構造

階　　数：7階

竣工年：2003．1

敷地面積：7，801r㎡

延床面積：7，823m2

構　　造：SRC／W

階　 数　5階／地1

竣工年：2009．8予定

敷地面積：6，054m2

延床面積：9，952m2

構　　造：RC

　　　　免震構造

階　 数：7階／地1

竣工年：2000．12

敷地面積：11582m2

延床面積：8，196m2

構　造：S／SRC

階　 数　5階／地1

竣工年：2003．1

敷地面積：8，340m2

延床面積：5，162m2

構　　造：RC

　　　　　免震構造

階　　数　3階

竣工年：2008．3

敷地面積：4，757m2

延床面積：10，550m2

構　造：RC／PCa

階　 数：5階／地1

注）2棟構成

工事費

3，113百万円

（270千円／甫）

2，645百万円

（338干円／m2）

2，949」百万円

（296千円／所）

2，380百万円

（290千円／m2）

1，329百万円

（257千円／m2）

3，337百万円

（316千円／m2）
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庁舎工事費事例（直営従来方式）

庁舎名

静岡県

掛川市役所

神奈川県

綾瀬市役所

東京都

あきる野市庁舎

岐阜県

高山市庁舎

愛知県

岩倉市庁舎

沖縄県

糸満市庁舎

外観

圃画工．

二・ご　　　ゐ

「．

　　樋ひ㌔・」聯

　　　　　　　諏．　’と賊N

　　　　　　　還一瞑　　　　　　　　蜘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4喫

　臥　　「　　箋　’爆嚢塁嚢藝垂ミ’

詮．、、」

施設概要

竣工年：1996．3

敷地面積：38，000㎡

延床面積：16，135nイ

構　造：SRC／S
階　　　数：6階／地1

竣工年：1996

敷地面積：？雨

延床面積：22，461r㎡

構　造：SRC／RC
階　 数：7階／地1

竣工年：2001

敷地面積：18，501r㎡

延床面積：14，070r㎡

構　　造：RC

階　 数：7階／地1

竣工年：1996

敷地面積：14，458山

盛床面積：14，458所

構　造：RC／S
β皆　　　数　　6階／地1

竣工年：20022

敷地面積：5，065日

延床面積：9，143r㎡

構　造：RC／S

階　　数：8階／地1

竣工年：2008．3

敷地面積：4，757nイ

延床面積：15，434m2

構　造：RC／PCa

階　　数：5階

工事費

6，135百万円

（380千円／甫）

12，880百万円

（338千円／所）

6，710百万円

（477千円／酪）

6，260百万円

（433千円／耐）

3，920百万円

（429千円／耐）

5，670百万円

（367千円／浴）
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◎　庁舎建設事業費事例（PFl方式　リース方式）

庁舎名

東京都

九段第3合同庁

舎・千代田区役所

本庁舎

東京都

東京地裁立川支

部庁舎

北海道

苫小牧法務総合

庁舎

京都府

京都市伏見区総

合庁舎

北海道

札幌市民会館

和歌山県

和歌山市東庁

舎

外観

動lllI

彰

1

。》転瓢：漁蝋藁羅

‘・

　　画．．P．』＿義

、　　＜ミタ鰍
　　　・・　　　　隊鱈

でヤ噸
黶C一・・’「

?}

憾

施設概要

竣工年：20075
こ口　　式：PFI（BTO）

延床面積：59，861nイ

構　造lS／SRC
分割期間：18年

年支払額：12億3千万円

竣工年：2009

方　　　式：PFI（BTO）

延床面積：26，841耐

構　　造：S

分割期間：12年

年支払額：8億3千万円

竣工年：20069
こ口　　式：PFI（BTO）

延床面積：3，500r㎡

構　　造：RC

分割期間：15ケ

年支払額：9千4百万円

竣工年：2009．10予定

方　　　i式：PFI（BTO）

延床面積：14，700二

二　　造：SR

分割期間：17年

年支払額：3億8千万円

竣工年：20088

方　　式：リース

延床面積：6，022r㎡

構　　造：S

分割期間：7年

年支払額：3億円

竣工年：2001．8

方　　式：リース

延床面積：6，645r㎡

構　　造：S

分割期間：10年

半支払額：1億9千万円

契約額

維持管理費を含む

22，197百万円

（370千円／所）

維持管理費を含む

9，982百万円

（371千円／耐）

維持管理費を含む

　1，406百万円

内工事費1，132百万円

（工事費323千円／

甫）

維持管理費を含む

6，445百万円

（438千円／甫）

維持管理費を含む

外壁等コストダウン

　2，100百万円

（349千円／耐）

維持管理費を含む

外壁等コストダウン

　1，890百万円

（284千円／甫）
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新庁舎建設庁内検討委員会設置要綱

　（設置）

第1条　市の新庁舎の建設に関し必要な事項を検討するため、新庁舎建設庁内検討委

　員会（以下「委員会」という。）を設置する。

　（所掌事務）

第2条　委員会は、次に掲げる事項について検討する。
（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

現庁舎の現状及び問題点の把握

新庁舎の機能及び規模

新庁舎の建設の事業手法及び資金計画

新庁舎の建設に係る市民参加に関する事項

その他新庁舎の建設に関し必要な事項

　（組織）

第3条　委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。

2　委員長は、副市長をもって充てる。

3　副委員長は、総務部長をもって充てる。

4　委員は、企画財政部長、市民部長、保健福祉部長、建設部長及び管理部長をもつ

　て充てる。

5　前項の委員のほか、委員会は、必要に応じて臨時の委員を置くことができる。

6　前項の臨時の委員は、職員のうちから委員長が任命する。

　（委員長及び副委員長）

第4条　委員長は、委員会を統括し、委員会の会議（以下「会議」という。）の議長

　となる。

2　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

　きは、その職務を代理する。

　（会議）

第5条　会議は、必要に応じ、委員長が招集する。

2　委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その

　説明又は意見を聴くことができる。

　（幹事会）

第6条　委員会は、委員会の所掌事務について資料収集、分析等を行うため、幹事会

　を置くことができる。

2　幹事会の構成員及び運営に必要な事項は、委員長が別に定める。
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　（庶務）

第7条　委員会の庶務は、総務部危機管理担当において行う。

　（委任）

第8条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

　定める。

　　　附則

　この要綱は、平成20年5月1日から施行する。
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検討委員会の経過

年　月　日 会　　議　　等 内　　　容

H20・5・1 検討委員会の設置

H20・5・21（水） 第1回検討委員会 ①これまでの検討結果及び実施計画上の方

向性の確認

②耐震診断の結果、現在の庁舎面積や職員

配置状況等の検証

③検討のすすめ方（方針）について

一 ・検討項目について

・スケジュールについて

・必要資料の抽出

・下部組織の設置について

H20・8・4（月） 第2回検討委員会 ①検討の順番と全体スケジュールの確認

②各委員の個別検討事項の抽出

③庁舎規模の検討

・諸条件の整理

・必要面積の算出

・他市との比較

④民間提案の参考資料の配布

H20・11・19（水） 第3回検討委員会 ①検討結果報告書の作成方針

・庁舎建設の必要性について

・新庁舎の基本的な考え方

・新庁舎の機能と規模について

②事業方式別の長短比較

③想定規模における各方式別事業費の積算
一

④現在の地方債の制度について

⑤特別委員会用資料について

H21・2・5（木） 第4回検討委員会 ①新庁舎の建設位置について

②事業手法と資金計画について

・起債額の推移

・補助金について

・プロポーザル、コンペ方式について

・経済的な建築工法について

・他市の工事費事例等について

③保健センター（機能）の併設について

H21・3・26（木） 市長へ検討結果報告

H21・3・31　（火） 第5回検討委員会 ①検討結果報告書のまとめについて

②今後のスケジュール等について
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